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海外展開に向けた投資ファンドの活用に関するセミナー



農林水産・食品分野における資金需要
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✔ スマート農林水産業の実用化、フードテック等の新技術の活用

多様な分野で新たな資金需要が発生
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✔ 農林水産物・食品の輸出拡大

 - 食品事業者の海外展開（海外現地法人への投資）



農林水産・食品分野における資金調達の課題
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✔ 農林漁業が天候等のリスクを有する

✔ 生産活動のサイクルが長く、投資回収に時間を有する

民間からの投資を十分に受けることが難しい
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令和３年の法律改正
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従来は農業法人を対象とした制度（平成14年制定）

制度の対象が①農林漁業法人、②食品産業法人、③農林漁業・
食品産業の事業者の取組を支援する事業活動を行う法人に拡大

民間投資を促進するための公的な仕組みを整備
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制度の目的
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✔ 農林漁業・食品産業の事業者の自己資本の充実

✔ フードバリューチェーンの各段階に携わる事業者に対し
資金供給を促進

農林漁業・食品産業の持続的な発展
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制度の概要
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投資円滑化法
（農林漁業法人等に対する投資の円滑化に関する特別措置法）に基づき

農林漁業法人等投資育成事業
（農林漁業法人等の株式等の取得及び経営指導等を行う事業）を行う

投資主体の事業計画を国が承認

日本政策金融公庫が承認投資主体に出資が可能
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民間金融機関、事業会社等
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（50％超）
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制度の特徴①
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・ 民間金融機関等が投資主体（株式会社又は投資事業有限責任組合）を設立

・ 投資主体は、事業計画（農林漁業法人等投資育成事業に関する計画）について農林水産省の
承認を受ける

・ 事業の実施状況を農林水産省に報告（半年ごと）

・ 投資円滑化法のみに設けられた特別の措置

民間主体の取組

国の関与は限定的

日本公庫による出資
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（投資主体）

株式会社
又は

投資事業
有限責任組合
（ファンド）

（投資対象）

農林漁業法人
食品産業法人
支援法人

※外国法人を含む

投 資
経営指導等
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制度の特徴②
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農林漁業法人食品製造・流通事業者
外食事業者輸出に取り組む事業者

アグリ・フードテック
のスタートアップ

スマート農林水産業など
の機械・ソフトウェア関係

生産資材、農業支援
サービス・コンサル関係
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投資対象
✔ 農林漁業法人、食品産業法人
✔ 農林漁業・食品産業の事業者の取組を支援する事業活動を行う法人（支援法人）

※ 外国法人である農林漁業法人等に投資する場合は、①国内の農林漁業・食品産業の事業者と取引、
資本その他の面での密接な関連性を有するものと認められること、②日本の農林漁業又は食品産業の持続
的な発展に対する寄与に関する具体的な目標を定めていることが必要
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制度の活用状況
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投資主体 承認時期 事業実施期間
（組合のみ） 備考

アグリビジネス投資育成株式会社 令和４年
２月 － 計画変更

（投資対象の拡大）
INSPiRE Mutualistic Symbiosis Fund 1
投資事業有限責任組合

令和４年
９月

令和４年９月～
令和14年12月 新規

いよエバーグリーン農業応援ファンド２号
投資事業有限責任組合

令和４年
12月

令和２年２月～
令和16年12月

計画変更
（投資対象の拡大）

とうぎん・もりしんアグリ
投資事業有限責任組合

令和５年
２月

平成31年３月～
令和16年１月

計画変更
（投資対象の拡大）

Future Food Fund２号
投資事業有限責任組合

令和５年
３月

令和５年１月～
令和14年12月 新規

承認投資主体（令和３年８月以降に承認したもの）
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